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はじめに 

 

 喫煙行為は，個人の自由の範疇に属する行為であり，喫煙時に周囲の方の身

体等への被害の防止や健康への影響の抑制を図ることは，第一に喫煙者自らが

マナーとして守るべき事柄である。 

 しかし，マナーを欠いた喫煙行為によるやけどや焼け焦げ等の被害の防止や

健康への影響の抑制を図るため，公共の場所での喫煙行為に対しては，公的な

ルールとして一定の規制が必要である。 

そこで，「京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例」(以下「条例」という。)

が平成１９年６月１日に施行された。 

この条例は，市民及び観光旅行者その他の滞在者(以下「市民等」という。)

の安心かつ安全で健康な生活の確保に寄与することを目的として，路上喫煙等

による身体及び財産への被害の防止並びに健康への影響の抑制を図る趣旨で制

定されたものであり，京都市路上喫煙等対策審議会は，条例第７条の規定に基

づく市長の諮問機関として設置されている。 

この度，本審議会は，平成２１年１１月２日付け文市地第６８号により，条

例の施行に関する重要事項として，新たな路上喫煙等禁止区域（以下「禁止区

域」という。）の指定についての諮問を受け，京都市が提示した市内中心部の追

加指定案について答申を行うものである。 

この市内中心部での禁止区域の指定を契機として，より多くの市民等が「路

上喫煙等はいけない。」との認識を共有し，路上喫煙等に対する市民意識及び喫

煙マナーの向上が図られることはもとより，京都市全域において喫煙者と非喫

煙者がともに快適に過ごせるようになることを期待するものである。 
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１ これまでの禁止区域指定の考え方 

  喫煙する自由を制限し，かつ，路上喫煙者に対する制裁としての側面を有

する禁止区域の指定は，周囲の市民等に迷惑や危険を及ぼす状況が多く生じ

る（危険性が高い）と想定される地域に限定すべきである。また，禁止区域

に指定すること自体に一定の啓発効果が期待できるため，市民等にわかりや

すく，明確にその範囲を示し周知でき，かつ，実効性のある取組を進めてい

くことができる区域とすることが重要である。 

禁止区域の指定は，禁止区域内では過料徴収を伴うことから，禁止区域で

の路上喫煙等を抑止すること（抑止効果）及び違反者に条例に対する理解を

促進し再発を防止すること（再発防止効果）が期待でき，その結果，路上喫

煙等に対する市民意識及び喫煙マナーの向上を図ることができる区域である

ことが求められる。 

 

２ 現状と課題 

  これらの考え方を基礎として，京都市では，平成１９年１１月１日に禁止

区域を指定するとともに，平成２０年６月１日から過料徴収を開始してきた

ところである。 

これまでの取組の効果を検証すると，禁止区域指定前と比較して，禁止区

域での路上喫煙等を行っている者（以下「路上喫煙者」という。）の割合は大

幅に減少するなど大きな効果が表れている。 

その一方で，市民等に「路上喫煙等はいけない。」との認識が十分に浸透し

ておらず，禁止区域以外では路上喫煙者が見受けられる状況にある。 

 

 

 

 



 

3 

３ 具体的な禁止区域について 

  禁止区域周辺での路上喫煙者を減少させることができるとともに，これま

で以上に市民等にわかりやすく，明確にその範囲を示し周知でき，取組の広

報効果を高めることができる区域として，京都市が提示した案のとおり指定

することを妥当とする。 

   

◎京都市案 

 河原町通，四条通，烏丸通，御池通で囲まれた本市が管理する道路 

 

ただし，京都市案の囲まれた範囲内にある，誰もが通行でき，広く一般に

開放されている私有地については，禁止区域の指定に関して，京都市が土地

所有者等に説明し，理解が得られる場合には，適時指定するものとする。 
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４ 今後の路上喫煙対策のあり方について 

本審議会では，現行禁止区域における課題解決を図るため，京都市案に対

し，答申として一定の結論を導き出した。京都市においては，この答申を踏

まえ，課題解決に向けて禁止区域を指定することはもとより，路上喫煙等に

対する市民意識及び喫煙マナーの更なる向上が図られるよう，今後，路上喫

煙対策を推進するに当たり，以下の２項目について留意すること。 

 

 ・ 諮問事項である「新たな路上喫煙等禁止区域の指定」について，本審議

会の場で，継続して検討していく必要があるものと認識している。そのた

め，京都市では，この答申で示した考え方を前提として，禁止区域に指定

することによって，高い広報効果が期待できる区域の選定に向けた調査，

検討を行うこと。 

 

・ 路上喫煙対策を実施する住民団体等と緊密に連携を図り，地域の自主的

な活動を支援すること。 

 



参考２ 

平成１９年６月１日  

条例第２号  

 

京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は，路上喫煙等の禁止等により，路上喫煙等による身体及び財産への被害の防

止並びに健康への影響の抑制を図り，もって市民及び観光旅行者その他の滞在者（以下「市民

等」という。）の安心かつ安全で健康な生活の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

  路上喫煙等 道路等（道路等を管理する権限を有する者が喫煙をすることができる場所と

して指定した場所を除く。）において，たばこを吸うこと又は火の付いたたばこを所持するこ

とをいう。ただし，道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車（同法第３条に規定す

る大型自動二輪車及び普通自動二輪車を除く。）の車内においてこれらの行為を行うことを除

く。 

  道路等 道路，公園その他の公共の場所（室内及びこれに準じる環境にあるものを除く。）

をいう。 

（本市の責務） 

第３条 本市は，路上喫煙等の禁止等に関する施策を実施するとともに，路上喫煙等の禁止等に

関する市民等及び事業者の意識の啓発に努めなければならない。 

（市民等及び事業者の責務） 

第４条 市民等は，路上喫煙等をしないよう努めなければならない。 

２  市民等及び事業者は，路上喫煙等の禁止等に関する本市の施策に協力しなければならない。 

（路上喫煙等禁止区域の指定） 

第５条 市長は，市民等の身体及び財産への被害を防止し，並びに市民等の健康への影響を抑制

するため特に路上喫煙等を禁止する必要があると認められる区域を路上喫煙等禁止区域として

指定することができる。 

２ 前項の規定による指定は，期間又は時間を限って行うことができる。 

３ 市長は，路上喫煙等禁止区域を指定しようとするときは，あらかじめ，第７条に規定する審

議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は，路上喫煙等禁止区域を指定したときは，これを告示するとともに，当該路上喫煙等

禁止区域内の見やすい場所に，別に定めるところにより標識の設置又は標示をしなければなら

ない。 

５ 路上喫煙等禁止区域の指定は，前項の規定による告示によってその効力を生じる。 



（路上喫煙等禁止区域における路上喫煙等の禁止） 

第６条 何人も，路上喫煙等禁止区域において路上喫煙等をしてはならない。 

（審議会） 

第７条 路上喫煙等禁止区域の指定その他この条例の施行に関する重要事項について，市長の諮

問に応じ，調査し，及び審議するとともに，当該事項について市長に対し，意見を述べるため，

京都市路上喫煙等対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（審議会の組織） 

第８条 審議会は，委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委嘱し，又は任

命する。 

（委員の任期） 

第９条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（委任） 

第１０条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し必要な

事項は，市長が定める。 

（罰則） 

第１１条 第６条の規定に違反した者は，２，０００円以下の過料に処する。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第１１条の規定は，市規則で定める日から施行

する。（平成２０年３月２７日規則第７４号で平成２０年６月１日から施行） 



平成１９年６月１日  

規則第１０号  

 

京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例施行規則 

 

（用語） 

第１条 この規則において使用する用語は，京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例（以下「条

例」という。）において使用する用語の例による。 

（路上喫煙等監視指導員） 

第２条 路上喫煙等の禁止等に係る啓発活動，路上喫煙等禁止区域における指導，条例第１１条

に規定する過料（以下「過料」という。）の処分及び徴収（以下「過料の処分等」という。）そ

の他の路上喫煙等の禁止等に関する事務を行わせるため，路上喫煙等監視指導員（以下「指導

員」という。）を置く。 

２ 指導員は，市長が任命する。 

３ 指導員は，路上喫煙等の禁止等に関する事務を行うときは，路上喫煙等監視指導員証（第１

号様式）を携帯し，関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

（過料の処分等に係る権限の委任） 

第３条 市長は，指導員に過料の処分等に係る権限を委任する。 

２ 市長は，必要があると認めるときは，過料の処分等に係る事務を自ら執行する。 

（標識の様式） 

第４条 条例第５条第４項に規定する標識の様式は，第２号様式による。 

（審議会の会長及び副会長） 

第５条 京都市路上喫煙等対策審議会（以下「審議会」という。）に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

（審議会の招集及び議事） 

第６条 審議会は，会長が招集する。ただし，会長及び副会長が在任しないときの審議会は，市

長が招集する。 

２ 会長は，会議の議長となる。 

３ 審議会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。  

５ 審議会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説明その他の

必要な協力を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第７条 審議会の庶務は，文化市民局において行う。 



（審議会に関する補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，会長が定める。 

（過料） 

第９条 過料の額は，１，０００円とする。 

２ 過料の処分に係る地方自治法第２５５条の３第１項の規定による告知及び弁明の機会の付与

は，路上喫煙等に係る過料に処する旨の告知書（第３号様式）により行うものとする。 

３ 過料の処分の通知は，路上喫煙等に係る過料処分決定通知書（第４号様式）により行うもの

とする。 

（補則） 

第１０条 この規則の施行に関し必要な事項は，所轄局長が定める。 

附 則 

この規則は，公布の日から施行する。 

   附 則（平成１９年１０月２４日規則第４７号） 

 この規則は，平成１９年１１月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年３月２７日規則第７５号） 

 この規則は，平成２０年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年３月３１日規則第９９号） 

 この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 



 

第１号様式（第２条関係） 

第    号 

路上喫煙等監視指導員証 

 

 

 

写真 

 

所 属        

 

氏 名 

 

年  月  日生 

上記の者は，京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例施行規則第２条第１項

に規定する路上喫煙等監視指導員であることを証明します。 
 

年  月  日 
 

京都市長      印 

 

 

 

第２号様式（第４条関係） 

 

 

  

備考 たばこの図柄（火が付いていることを表す部分を除く。）は黒色，煙の図柄は青色，文字及

び地は白色，その他の部分は赤色とする。 

  

 

 

 



第３号様式（第９条関係） 

路上喫煙等に係る過料に処する旨の告知書 

様 路上喫煙等監視指導員         

住所 

 

電話    － 
告知の年月日     年  月  日 

   

 あなたは，京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例第６条に違反して，路上喫煙等禁止

区域において路上喫煙等を行ったので，同条例第１１条及び京都市路上喫煙等の禁止等に

関する条例施行規則第９条第 1 項の規定により金１，０００円の過料に処せられることと

なります。 

違反行為の日時 年   月   日        時   分 

違反行為の場所  京都市   区 

この処分に先立ち，地方自治法第２５５条の３第１項の規定により，次のとおり弁明の

機会を付与します。 

弁 明 の 方 法 弁明を記載した書面の提出 

提  出  先  

提 出 期 限    年   月   日 

注１ あなたに代わって，弁明の手続に関する一切の行為を行うことができる代理人を選任

することができます。この場合は，委任状の写しを提出してください。また，代理人が

その資格を失った場合も，その旨を書面で届け出てください。 

２ 期限までに弁明書の提出がない場合は，弁明の機会を失います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第９条関係） 

路上喫煙等に係る過料処分決定通知書 

様 路上喫煙等監視指導員         

住所 

 

電話    － 
通知の年月日     年  月  日 

   

 あなたは，京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例第６条に違反して，路上喫煙等禁止

区域において路上喫煙等を行ったので，同条例第１１条及び京都市路上喫煙等の禁止等に

関する条例施行規則第９条第１項の規定により金１，０００円の過料に処します。 

違反行為の日時 年   月   日        時   分 

違反行為の場所  京都市   区 

備考１ この通知書の記載事項に不服がある場合における救済の方法及び取消訴訟を行う場

合の被告とすべき者，出訴期間等を記載すること。 

２ 第３条第２項の規定により市長が自ら事務を行う場合は，この様式中「路上喫煙等

監視指導員      」とあるのは，「京都市長     印」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考３ 

京都市路上喫煙等対策審議会傍聴規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は，京都市市民参加推進条例第７条の規定に基づき京都市路上喫煙等対策審議会

（以下「審議会」という。）の会議の傍聴に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（傍聴の手続き） 

第２条 傍聴を希望する者は，会議の開始前の指定された期日内に，事務局へ応募するものとする。 

 

（傍聴者の定員） 

第３条 傍聴を認める者（以下「傍聴者」という。）の定員は，原則として，１０名とする。 

２ 傍聴を希望する者が定数を超えるときは，抽選により傍聴者を決定することとする。 

 

（傍聴することができない者） 

第４条 次の各号に該当する者は，傍聴することができない。 

  酒気を帯びていると認められる者 

  危険物を携帯している者 

  張り紙，ビラ，掲示板，プラカード，旗及びのぼりの類を携帯している者 

  はち巻き，たすき，ゼッケン及びヘルメットの類を着用し，又は携帯している者 

  楽器，ラジオその他音声を発する機械類を携帯している者 

  前各号に定めるもののほか，議事を妨害し又は人に迷惑をかけると認められる者 

 

（傍聴者の守るべき事項） 

第５条 傍聴者は，会議場内において，次の事項を守らなければならない。 

   会議場における言論に対し，拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

  食事又は喫煙をしないこと。 

  みだりに席を離れ，又は不体裁な行為をしないこと。 

  写真の撮影，録画及び録音等をしないこと。 

  前各号に定めるもののほか，会議場の秩序を乱し，又は会議の妨害となるような行為をしな

いこと。 

  会長又はその命を受けた事務局員の指示に従うこと。 

 

（報道機関の特例） 

第６条 審議会は，報道機関の傍聴について，別に記者席を設けることとする。 

２ 報道機関は，第５条第４号の規定に関わらず，会議の冒頭に限り，写真の撮影，録画及び録音



等をすることができる。 

 

（傍聴者の退場） 

第７条 傍聴者は，審議会が会議を非公開とした場合は，速やかに会議場から退場しなければなら

ない。 

 

（違反に対する措置） 

第８条 会長は，傍聴者がこの規程に違反するときは，これを止めるよう命じることができる。 

２ 会長は，傍聴者が前項の命令に従わないときは，これを退場させることができる。 

 

（委任） 

第９条 この規程に定めるもののほか，審議会の傍聴に関し必要な事項は，会長が定める。 

 

   附 則 

 この規程は，平成１９年７月３１日から施行する。 
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京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例の 
施行に関する重要事項について（答申案） 
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京都市路上喫煙等の禁止等に関する条例の 
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「新たな路上喫煙等禁止区域の指定について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年６月 
 

 

京都市路上喫煙等対策審議会 
 



 

 

 京都市路上喫煙等対策審議会においては，平成２１年１１月２日付け文市地

第６８号の諮問を受け，条例の施行に関する重要事項として，新たな路上喫煙

等禁止区域（以下「禁止区域」という。）の指定について，審議を行ってきた。 
 平成２２年４月６日には，当初に禁止区域に指定した市内中心部１０路線に

おける課題解決を図るため，「河原町通，四条通，烏丸通，御池通で囲まれた

区域」に禁止区域を拡大することについて，答申を行い，市内中心部における

禁止区域の明確化を図ったところである。 
 さらには，前回答申における継続課題であった，高い広報効果が期待できる

区域の指定について，今日まで引き続き，審議を行った結果，下記のとおり，

答申を行うものである。 
 

記 
 
 本審議会は，高い広報効果が期待できる区域として，「京都駅周辺」及び

「清水・祇園周辺」地域（別添の地図参照）を禁止区域に指定することを適当

と判断する。 
 まず，「京都駅周辺」地域は，京都駅が「国際観光都市・京都」の玄関口で

あり，市内観光地への出発点であるとともに，京都駅を中心に大型小売店舗が

立地するなど多くの人が集まり，特に観光旅行者等に対し，本市の取組を周知

するのに最適の地域である。 
 次に，「清水・祇園周辺」 地域は，市街地にあって，京都らしい町並み，歴

史的資産，自然景観があふれる京都を象徴する観光地であり，長年，最も多く

の観光旅行者が訪れ，外国人にも人気があることから，国内外への高いＰＲ効

果が期待される地域である。 
 
 この「京都駅周辺」及び「清水・祇園周辺」地域の指定を契機として，より

多くの市民及び観光旅行者等が「路上喫煙はいけない。」との認識を共有し，

路上喫煙等に対する意識及び喫煙マナーの向上が図られることはもとより，京

都市全域において喫煙者と非喫煙者がともに快適に過ごせるようになることを

期待するものである。 
 
 なお，禁止区域の指定に当たっては，市民はもとより観光旅行者等に対して，

きめ細かな啓発を行う必要があるため，十分な周知期間を設けるべきである。 
 



 

 
○京都駅周辺地域 

 

 

○清水・祇園周辺地域 

 
 

別添


